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１．課題の設定
１９４９年の中華人民共和国の成立から現在に至る中国農村の６０数年の歴史
において，一貫してもっとも大きな課題であったのは，急激な人口増加と，
余剰労働力問題の深刻化，つまり農村の就業問題であったといっても過言で
はないであろう１）。この余剰労働力問題は改革開放政策が実施された１９７８年
以降とくに顕在化した。それは改革開放政策実施前（＝人口抑制政策実施
前）にもたらされた爆発的な人口増加が，農村に大きな負荷をかけたためで
あった。
中国の人口は，中華民国期の１９２９年の推計で４．４２億人，中華人民共和国
成立直後の１９５２年に５．７５億人（１９２９年～１９５２年の年平均増加率１．３１％），
改革・開放政策が開始された１９７８年には９．７５億人（１９５２年～１９７８年の年
平均増加率２．６８％）と大幅に増加し，２００７年には１３．２１億人，２０１４年には
１３．８４億人（１９７８年～２０１０年の年平均増加率１．２２％）に達している。この
中で，とくに文化大革命期を中心に，産児制限が推進されず，むしろ出産が
奨励されたことから，１９６０年～１９７０年代前半の人口増加率は年平均２．５％
以上と他国との比較でもかなり高い水準であった。
この間，農村労働力も総人口の増加とともに急速に増大し，１９７８年には
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１）中国経済全体の視点から見れば，いうまでもなく食料問題であったと考えられる
が，それは都市側からの視点といえる。食料供給側の農村においては余剰労働力
に起因する貧困と就業機会の開発こそが大きな課題であったといえよう。
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２．８５億人であったものが，１９９０年には４．２０億人，２００５年には５．０４億人と
５億人の大台に達している。この各年の農村労働力総数から計算すれば，
１９７０年代末から現在までの平均で，農村労働力は毎年実に８００万人以上増
加したことになり，この間の農村の就業問題における，人口増加圧力がいか
に大きいものであったかが理解できよう。
このように急速に増加する農村労働力をどの部門に吸収するのか，そのま
ま農業部門に滞留させることは，ルイス（William Arthur Lewis）のいう
ところの「定常均衡の罠」２）に，中国農村を完全に陥らせる状況を発生させか
ねない。現在，「三農問題」とよばれる，農村経済の停滞と都市・農村間の
経済格差の拡大が，中国社会・経済の大きな課題として注目されているが，
もし中国が余剰労働力の非農業部門での吸収に完全に失敗していたら，事態
は我々の予想を超えた悲惨なものになっていたと思われる。
いま振り返ってみると，この巨大な余剰労働力に直面して，中国農民は実
に果敢にこれへの対策を展開してきた。まさにルイスの「定常均衡の罠」に
陥る直前（あるいはすでに陥っていた状況）で，農村企業３）の起業，都市へ
の出稼ぎと，豊富な労働力と限られた資源を有効に利用して事態に対処して
きたといえる。
そこで本稿では，まず，この中国農村最大の問題の一つといえる余剰労働
力問題を中心に，１９７０年代から現在に至る余剰労働力の展開を概観し，こ
の問題の深刻な状況を明らかにしたい。さらに，こうした深刻な余剰労働力
の圧力に，中国政府と農民がこの問題にどのように対処してきたかを，１９８０
年代の農村工業化の進展と，１９９０年以降の地域間労働力移動（いわゆる出
稼ぎ）の側面から整理する。さいごに今後の中国農村の余剰労働力問題の行
方について考えていく。
２）渡辺利夫（１９８６）参照。
３）本稿ではいわゆる「郷鎮企業」を農村企業とよぶこととする。
３４ 桃山学院大学経済経営論集 第５７巻第３号
２．中国農村の余剰労働力問題
まず，はじめに，中国の農村余剰労働力の規模にかんして，１９７０年代末
から現在に至る期間について概観してみよう４）。
孫鑫５）は，１９７０年代末から１９８０年代初めの中国の余剰労働力の規模につ
いて，この時期の関係する統計資料を利用して推計している。孫鑫によれ
ば，この時期の余剰労働力の規模は約１．５億人と推計されているが，これが
正しいとすれば，前述したように，１９７８年の農村労働力総数は２．８５億人で
あったので，実に全農村労働力の５２．６％が余剰労働力であったことになる。
また，孫富海（１９９４）では１９８９年から１９９３年の関係する統計資料を用い
て，１９９０年代初めの農村余剰労働力を推計している６）。孫富海によれば，そ
の規模は約１．２億人で，全農村労働力に占める比率は２８．６％と推計できる
という。この１９９０年代初めの時期，中国は鄧小平の南巡講話以降，急速に
外資導入が進み，東南部沿海地域の労働力需要が高まったことから，農村か
らのいわゆる「出稼ぎ」が拡大した時期であり，１９８０年代初期よりも余剰
労働力全体の規模がやや縮小したと考えられる。
しかし，その後中国農村は農村企業の不振に見舞われ，余剰労働力の吸収
は大きな困難に直面する。任麗君（２００８）によれば７），１９９０年代末の１９９８
年には農村余剰労働力は１．８０億人，全農村労働力に占める比率は３８．８％に
達し，前述した１９９０年代初頭の水準よりも規模，比率ともに悪化している。
こうした状況には２０００年以降も大きな改善がみられず，２００５年でも１．５２
億人，農村労働力総数の２８．２％がなお余剰状態にあったという。
いうまでもなく，この間に農村労働力総数は，前述のように，１９７８年の
４）ここでは紙幅の都合から，また資料の限定から，以下で述べる余剰労働力の規模
に関する研究の，個々の妥当性および「余剰労働力」概念の相違等については検
討せず，一つ一つの研究結果として整理するにとどめる。また本来であれば
１９７０年代以前の余剰労働力の規模についても検討致したいが，資料の制約もあ
り，ここでは行っていない。
５）孫鑫（１９８４）１０７ページ参照。
６）孫富海（１９９４）１８ページ。
７）任麗君（２００８）７４ページ。
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２．８５億人から２００５年の５．０４億人に増加しているわけであるから，後述す
るように，２億人以上の農村労働力の非農業部門への就業がこの間に可能と
なったわけであるが，それでもなお中国農村は１．５億人以上の余剰労働力を
抱えており，その絶対数は，１９７０年代末の水準とほぼ同じ水準にあるとい
える。つまり，中国農村は１９７０年代から現在まで，一貫して大きな負荷を
負ってきたのである。
３．農村企業と余剰労働力問題
こうした大きな規模の余剰労働力の存在を前にして，１９７０年代末に中国
経済が改革・開放路線に大きく経済政策が転換すると，中国農民は果敢に余
剰労働力問題への対処を開始した。まさにそれは，彼らの所得を向上させ，
貧困からの脱出をはかる挑戦でもあった。
１９８０年代における中国農民による農村余剰労働力の吸収の方途は，農村
企業の起業と発展による吸収が主流であった。これは，中国政府の農村労働
力の都市への移動にたいする管理が依然として強く，都市への労働力移動が
事実上制限され，いわゆる「就地転移」（出身地農村での他部門への移動）
が推進されていたという背景があるが，そうした制限された状況の中でも，
中国農民が大きな「突破」をなしとげ，広範な農村に企業を興していった。
１９８４年３月，中国政府は「関於開創社隊企業新局面的報告」（社隊企業８）
の創業の新局面に関する報告）を発し，農村企業の発展促進を積極的に支持
することを表明した。これ以前の１９７０年代半ばまでは，農村の商工業部門
の振興は事実上まったく禁止されていたわけであるから，この報告はまさに
画期的なものであった。
この後，農村企業は順調に発展し，１９９０年代初めまでに１．３億人の雇用
を実現した。１９７０年代末の非農業部門就業者数と比較すれば，実に１億人
８）この当時はまだ個人企業，民営企業が認められておらず，いわゆる村営，郷
（鎮）営企業のみが認められていた。村営企業は当時隊（大隊＝村）営企業，郷
（鎮）営企業は当時社（公社＝郷）と改革前の呼称でよばれていた。
３６ 桃山学院大学経済経営論集 第５７巻第３号
以上の雇用を新たに創出したことになる。この時期の江蘇省南部地域（蘇
南），浙江省温州地域の農村企業の勃興と発展は，当時大きな話題となっ
た９）。
しかし，１９８０年代に入って中国政府の政策変更がなされたからといって，
技術・資本の蓄積がまったく存在しないところで，突然経済発展が可能と
なったものでないことはいうまでもない。もしそれが可能であるならば，今
日の中国農村の三農問題を容易に解決することができよう。現実には，江蘇
省華西村の事例では，これは実に，１９６０年代，１９７０年代において，多くの
農民の努力によって，しだいに基礎が形成されてきたことによって初めて可
能となったものであった。
４．地域間労働力移動と余剰労働力問題
しかし，こうした１９８０年代の農村企業の黄金時代も，１９９０年代に入ると
大きな転換期を迎えることとなる。農村企業の成長はしだいに鈍化し，農村
企業による雇用の創出（＝余剰労働力の吸収）も大きな壁に直面することに
なったのである。
これは，この時期において，外資企業の急激な中国進出により外資企業の
製品が市場を席巻しはじめたこと，および中国の国有企業の企業改革の成果
が現れ始めたことなどにより，市場における企業間競争が激化し，資本力・
技術力に劣る農村企業はしだいに競争に敗れつつあったことが主要な原因で
あった。こうした事情を背景に，この時期に農村企業は大幅な企業改革を迫
られ，不採算企業の解散，企業合併，人員削減等のリストラが推進されたの
である。
この結果，農村企業雇用者数は，１９９０年以降その増加に大きなかげりが
みえはじめ，とくに農村企業改革が進展した１９９７年には，前年比４５８万人
の減少，さらに翌１９９８年には前年比５１３万人の減少となるなど，わずか２
年間で１千万人近い雇用減少に直面することとなった。こうして，これまで
９）当時の蘇南地域における農村企業の展開は，大島一二（１９９３）に詳しい。
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の農村企業による雇用拡大路線に大きなブレーキがかかったのである。１９９０
年代を通じて，農村企業の年間平均雇用者数は４０９万人にとどまり，１９８０
年代平均の７０７万人の６割以下に低下した１０）。
こうした出身地農村における就業機会の減少は，年々増加する８００万人以
上の農村労働力の就業確保に大きな問題をもたらすこととなった。多くの農
村若年労働力は就業先を求め，地域外に流出することになる。とくに南巡講
和以降急速に彼らを吸収していったのは，広東省の珠江デルタ地域，上海市
近郊地域などであり，「民工」とよばれる農村出身労働者がこうした地域に
次々に移動し就業していった（「民工潮」（潮のような人民の移動）現象１１）の
高まり）。
こうして，「就地転移」は，１９９０年代には急速に「異地転移」（地域外へ
の流出を伴う非農業部門への移動）に転換していく。この背景には，上述し
た農村企業の不振に加えて，外資企業への大規模な労働力供給を実現するた
め，中国政府による地域間労働移動制限政策の緩和が実施されたことが大き
な影響を与えていると考えられる。
この時期に地域外へ流出した農村出身労働者の規模は，１９８９年に約３，０００
万人，さらに１９９３年には６，２００万人に急増した。そして２０００年以降は，毎
年４００万人～７００万人のスピードで増加し，２００６年には１．３２億人，直近の
調査では約１．５億人に達しているという１２）。いわゆる「打工」（出稼ぎ）と
よばれる農村労働力の地域外流動現象の普遍化である。
この大規模な労働力移動の主要な移動方向を，２０００年に実施された第五
次人口センサスの数値からみてみよう。２０００年人口センサスにおいて省間
移動した４，２００万人余の流動人口に注目すれば（第１表参照），中西部地域
の諸省から，東部沿海地域の諸省への移動，言い換えれば中西部の農村地域
から東部沿海の都市地域（とくに内陸地域の四川省，安徽省，湖南省等から
１０）韓俊（２００８）１６８ページ。
１１）民工潮現象については，大島一二（１９９６）参照。
１２）前掲，韓俊（２００８）１６９ページ。
３８ 桃山学院大学経済経営論集 第５７巻第３号
流入人口合計 流出人口合計 純 流 入
合 計 ４２，４１８，５６２ ４２，４１８，５６２ ０
広 東 １５，０６４，８３８ ４３０，４４６ １４，６３４，３９２
上 海 ３，１３４，９２２ １４２，６５７ ２，９９２，２６５
北 京 ２，４６３，２１７ ９１，７０２ ２，３７１，５１５
浙 江 ３，６８８，８５１ １，４８２，４６５ ２，２０６，３８６
福 建 ２，１４５，２５６ ８１０，５７６ １，３３４，６８０
新 疆 １，４１１，０８６ １５６，２６３ １，２５４，８２３
江 蘇 ２，５３６，８８９ １，７１５，６３４ ８２１，２５５
雲 南 １，１６４，４０２ ３４３，５４２ ８２０，８６０
遼 寧 １，０４５，１６５ ３６１，９４４ ６８３，２２１
天 津 ７３５，０３３ ８２，４９９ ６５２，５３４
山 西 ６６７，３５７ ３０５，１４８ ３６２，２０９
海 南 ３８１，７９２ １１９，４０３ ２６２，３８９
寧 夏 １９１，８９１ ９０，１６３ １０１，７２８
チ ベ ッ ト １０８，６６９ １９，８４９ ８８，８２０
内モンゴル ５４７，９２３ ５０４，５５７ ４３，３６６
青 海 １２４，３０７ ９４，９８８ ２９，３１９
山 東 １，０３３，２１３ １，１０４，６４５ －７１，４３２
河 北 ９３０，４５５ １，２１８，９７５ －２８８，５２０
吉 林 ３０８，６０５ ６０８，６９３ －３００，０８８
甘 粛 ２２７，８８８ ５８５，８６８ －３５７，９８０
陝 西 ４２６，０２９ ８０４，４５４ －３７８，４２５
重 慶 ４０３，１５９ １，００５，７７３ －６０２，６１４
黒 龍 江 ３８６，６４１ １，１７４，０４８ －７８７，４０７
貴 州 ４０８，５１９ １，５９６，４６１ －１，１８７，９４２
広 西 ４２８，１８８ ２，４４１，８４７ －２，０１３，６５９
湖 北 ６０９，７３３ ２，８０５，１８７ －２，１９５，４５４
河 南 ４７６，２３９ ３，０６９，９５５ －２，５９３，７１６
江 西 ２５３，０９５ ３，６８０，３４６ －３，４２７，２５１
湖 南 ３４８，８３８ ４，３０６，８５１ －３，９５８，０１３
安 徽 ２３０，１１６ ４，３２５，８３０ －４，０９５，７１４
四 川 ５３６，２４６ ６，９３７，７９３ －６，４０１，５４７
第１表 人口の省間移動の実態（２０００年人口センサスによる）
沿海地域の広東省，上海市近郊への移動）への移動が普遍的であることがわ
かる。
資料：国務院人口普査弁公室編（２０００）から作成。
中国農村における余剰労働力問題の展開 ３９
こうした地域間労働力移動現象は，中国経済社会に大きな影響を与えてい
る。一つには，中国における都市・農村という「二元構造」とよばれる社会
経済的枠組みに大きな衝撃を与えたことである。このことはすでに多くの研
究で述べられていることから，ここではこれ以上言及しない１３）。また，多数
の農村出身者が，たとえ戸籍の移動を伴わないものであっても，事実上都市
地域で生活・就業を継続し，彼ら自身の思考・行動自身を大きく変化させて
いることも見逃せない１４）。さらに，現実に，農村に多くの所得や経済発展の
機会をもたらした事実も無視できないだろう。
しかし，別の視点から見ると，膨大な規模の農村出身者の都市地域への流
入が，都市社会にたいして大きな影響を与えることは，他の発展途上国の事
例を見るまでもなく明白である。東南アジア諸国における膨大な規模の農村
人口の都市への流入は，都市に巨大なスラムを形成し，大きな社会問題をも
たらしている。中国では政府による強力な社会規制の影響もあり，いまだそ
の萌芽が各地でみられるに過ぎないが，都市に流入する人口規模の増大によ
り，しだいに無視できない問題になりつつあるといえる１５）。
ただ，一方で，筆者が農村経済の発展という視点からより重視しているの
は，基幹的な若年労働力の多くを失った農村の，一種の空洞化問題の出現で
ある。いうまでもないことであるが，地域外に流出する労働力の主力は若年
労働力である。韓俊１６）によれば，２００６年の調査結果では，地域外流出農村労
働力の平均年齢は２９歳で，年齢構成に注目すると，１６～２０歳が１８．９％，２１
～２５歳が２７．６％，２６～３０歳が１６．３％，３１～４０歳が２２．４％，４０歳以上が
１４．８％と，著しく若年層に集中している。このことは，言い換えれば農村
に残留する労働力の高齢化を示しており，当然村内の労働力構成に大きな歪
１３）例えば，前掲，韓俊（２００８）１６９ページ 参照。
１４）出稼ぎ労働者の意識については，大島一二編著（２００１）参照。
１５）上海市と北京市へ流入する農村人口は１９９０年代後半からに急激に増大傾向にあ
る。戴建中主編（２００８）によれば，北京市の場合，１９９７年１４６．３万人，２０００年
２５６．１万人，２００５年３５７．３万人に増加し，楊雄・周海旺主編（２００８）によれば，上
海市の場合，１９９７年２３７万人，２０００年３８７万人，２００５年５８１万人に増加している。
１６）前掲，韓俊（２００８）１７０ページ。
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みを生じさせることとなる。
このような，大規模な基幹的若年労働力の流失（＝農業労働力の高齢化）
による地域の農業生産への影響は，すでに一部の農村で深刻である。朱啓
臻・李１７）はこの点について，耕地利用率の低下（農業生産の粗放化），離
村者の増大による耕作放棄地の増大が深刻であり，村の農業生産が縮小して
いる実態を，北京市房山区（北京市の近郊県）の調査事例から報告してい
る。また他の研究では，村外への人口流出が著しい場合に，村内に空き家が
目立ちはじめ，活力が失われる「空心村」（形骸化した村）とよばれる現象
が深刻化している事例も報告されている１８）。
さらに，中西部地域の一部の農村においては，一部の後継者層からの手厚
い仕送りを期待できる高齢者層は例外として１９），多くの中高年齢層にとって
は，家庭内の基幹的労働力を失い，地域内の就業機会が著しく限定され，低
所得で社会保障も十分に受けられない，厳しい生活・生産環境に至ってしま
う現状も報告されている。王暁晨２０）によれば，彼による山西省の現地調査に
基づいて，山西省だけで２００５年に，すでに４７．３万人の高齢老人が低所得に
よる貧困の中で生活していると報告している。王はこうした状況の中で高齢
老人を対象とした生活保護手当の新設を提言している。
このように，農村から都市への若年層を中心とした出稼ぎの急増による，
農村の労働力構成・人口構成の失調は，農業生産の縮小，経済停滞，「空心
村」の拡大を引き起こしつつある。こうした現象は農村労働力の地域外流失
が顕著となった１９９０年代後半から報告されはじめ，２０００年以降は枚挙にい
とまのない状態にある。この一種の農村崩壊現象は，周知のように日本の中
山間地において非常に深刻な状況であるが，中国の一部の農村でも発生・拡
大しているのである。
１７）朱啓臻・李（２００７）２４ページ。
１８）張春娟（２００４）８３ページ。および，唐志軍・王玉霞（２００８）１０ページ 参照。
１９）任敏（２００３）８ページ。
２０）王暁晨（２００８）「関於建立農村高齢老人津貼制度的構想」『中国行政管理』２００８
年３期 ５１ページ。
中国農村における余剰労働力問題の展開 ４１
５．余剰労働力問題の今後の展開
ここまで中国農村の余剰労働力問題について，その展開を整理してきた。
それでは，予想される今後の展開について検討してみたい。
第２表は蔡昉（２００８）に掲載され，多くの研究者に引用されている年齢階
層別余剰労働力にかんする推計である。この表によれば，中国農村の余剰労
働力は年齢階層別にみると，１６～３０歳の余剰労働力の絶対数が少なく，と
くに２１～２５歳の出稼ぎ労働力としてもっとも求人が集中している年齢階層
の余剰労働力はほぼ払底していると考えられる。これにたいして４１歳以上
の階層は依然として農業労働力の過半を占めている。この状況は筆者による
山東省莱陽市の農家調査結果と符合しており，筆者のこれまで訪問した中国
の他の農村地域の状況とほぼ一致している。
この数値をもとに，「ルイス的な農村労働力の無制限供給状態は終焉した，
または近い将来終焉する」と結論づけることは，それほど不自然ではないだ
ろう。しかし，筆者はやや異なった考えをもっている。
それは，「なぜ現代の中国では非農業部門の就業者が著しく３０歳以下の若
年層に限定されているのか」という疑問である。たしかに，１９９０年代前半
における，広東省珠江デルタ地域の状況を前提にすれば，当時この地域の日
系企業は軒並み求人条件として「１８歳～２３歳の女性限定」などと掲げてい
たが２１），そのような厳しい条件でも求職者は求人数の数倍から十数倍に達し
ていた。まさに，ルイスのいうところの二重経済発展モデルにおける近代部
門の黄金期さながらの状況であり，文字通り余剰労働力の無制限供給状態で
あったと考えられる。この当時の状況（余剰労働力を若年層のみに限定する
状況）を前提とすれば，現在の雇用状況は余剰労働力が完全に払底している
と考えることもできる。いうまでもなく，確かにこうした企業にとっての夢
のような好条件は現在ではもはや存在しないのである。
しかし，これもいうまでもないことだが，若年層余剰労働力の払底は総体
としての余剰労働力の完全な払底を意味するものではない。前掲第２表にも
２１）前掲大島一二編著（２００１）参照。
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年齢階層
（歳）
出稼ぎ労働力 農業労働力 農村余剰労働力
万人 ％ 万人 ％ 万人 ％
１６～２０ ３，６６０ １８．３ １，６９１ ９．５ １，０１７ ９．５
２１～２５ ５，４２０ ２７．１ ８９ ０．５ ５４ ０．５
２６～３０ ３，１８０ １５．９ １，５６６ ８．８ ９４２ ８．８
３１～４０ ４，６４０ ２３．２ ５，５００ ３０．９ ３，３０６ ３０．９
４１～ ３，１００ １５．５ ８，９５３ ５０．３ ５，３８２ ５０．３
合計 ２０，０００ １００．０ １７，８００ １００．０ １０，７００ １００．０
第２表 ２００４年農村労働力の年齢構成（蔡昉（２００８）の推計）
資料：蔡昉（２００８）４０ページ。
どれば，３１歳以上の余剰労働力は，なお８６００万人以上存在し，圧倒的な人
口規模である２２）。この余剰労働力の大部分の者の雇用が実現したとき，その
時がまさに中国の余剰労働力の払底（＝転換点への到達）と考えてよいであ
ろう。
では，どのようにしたら，この残された余剰労働力の就業が実現するので
あろうか。ここで，筆者は年配の出稼ぎ労働者が大挙して珠江デルタ地域な
どの沿海地域へ出稼ぎする構図を想定しているわけではない。この局面で
は，１９６０年代以降の日本の経験が多少役立つかも知れない。１９６１年に開始
された農業基本法下の日本農政では，農業と非農業部門の所得均衡が目指さ
れたものの，当時の高度経済成長による，豊富な非農業部門の就業機会を背
景に，農業労働力の流失と農家の兼業化が急激に進行した。この結果，日本
農業は徐々に衰退したが，皮肉なことに兼業化により農家は豊かになったの
である。近年まで，日本では農家所得が非農家所得を上回るという状況が継
続してきたが，言うまでもなく，これはこの兼業化によって可能となったわ
けである。この日本における非農業部門の雇用機会の創設に大きな役割を果
たしたのが，関東地方や東北地方南部，中部地方，近畿地方等の農村地域に
進出した中小企業群であった。つまり，日本では高度経済成長期において
２２）前述の韓俊（２００８）で述べたように，この第２表で推計されている余剰人口規模
は実態よりやや小さいと考えられる。
中国農村における余剰労働力問題の展開 ４３
は，確かに工業地帯への集団就職や出稼ぎなどの地域間移動も存在したが，
同時に，多くの労働力が農村に居住したままで就業可能な農村の非農業部門
も大きな発展をとげたのである。
このモデルを，現在の中国農村に当てはめることは可能であろうか。すで
に沿海地域に属するいくつかの地域ではこうした図式が進展しつつある。都
市地域における急激な地価の上昇，用地取得の困難化，都市地域の賃金上
昇，公害問題のため都市を離れざるを得なくなった企業の増加など，さまざ
まな要因で，都市地域の企業が農村地域に進出する事例が増加している。山
東省青島市一帯はこの典型例としてあげられよう。青島市の郊外県ではこう
して都市地域から移動してきた企業および新たに投資されて進出した外資企
業が開発区に誘致され，多くの地元の農村住民を雇用している。今後はむし
ろ政策的に積極的に農村地域への企業進出を加速し，雇用を創設していくこ
とが，農村地域の経済発展の促進において重要な課題となろう。
かつて，１９８０年代後半には，前述したように，江蘇省南部地域などで郷
鎮企業による農村工業化２３）が推進されたが，２０１０年代は，都市と農村の格差
を是正するためにも，都市企業の地方への拡散や農村での起業によって農村
の非農業部門を発展させ，雇用を創出する政策が推進されるべきであろ
う２４）。この政策は地域経済の振興策ではあるが，莱陽市の事例でも明らかな
ように，現状では，一般に中高年階層は出身地域から離れにくい傾向がある
ことから，この地元での就業機会の開発政策としても大いに有効であると考
えられる２５）。
２３）この点については，前掲大島一二（１９９３）参照。
２４）これまで中国では，小城鎮（農村部の小都市）開発政策や新農村建設等の政策が
推進されてきたが，これらの政策においては，これまで大幅に遅滞してきた農村
のインフラ整備が中心で，非農業部門の開発（＝就業機会の増大）政策はそれほ
ど重視されてこなかったといっても過言ではない。筆者は，農村のインフラ整備
も重要ではあるが，余剰労働力の解消（＝就業機会の増大）という観点からは非
農業部門の開発，とくに工業企業，サービス業の誘致，創業が重視されるべきで
あろうと考える。
２５）中国の現行の年金制度には省外した期間の年金が受けられないなどの欠陥がある
ことが指摘されている。地元での就業が可能となれば，彼らが年金を受けること
はより可能となると考えられる。
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６．まとめにかえて
本稿では，大量の余剰労働力を抱えた中国農村の課題と，１９８０年代の農
村企業の勃興と展開，さらに１９９０年代以降の地域間労働力移動など，１９７８
年の改革開放政策実施以降の中国農村の余剰労働力問題への農村・農民の対
応，そして残された課題について検討してきた。
すでに述べたように，１９８０年代中国政府の改革・開放政策の実施ととも
に，中国の農村工業化は大きく花開き，中国の農村余剰労働力のかなりの部
分を雇用することに成功した。現在その雇用吸収力は，以前との比較では低
下しているものの，なお１．５億人余の農村労働力を雇用し，農村余剰労働力
の軽減に大きな役割を果たしている。
しかし，現在の中国の農村労働力がもっとも注目している就業先は，地域
外の就業（とくに沿海地域への出稼ぎ）である。前述したように，その規模
は急速に拡大し，直近の報告では１．５億人に達するなど拡大・普遍化してい
る。これは，農村企業の発展に著しい偏りがあること，出稼ぎが農村企業よ
りも一般に高賃金であること，沿海地域の就業機会がなお豊富であることな
ども影響を与えているものと考えられる。
とはいえ，大規模な農村労働力の都市への流入は都市社会に大きなインパ
クトを与えるとともに，出身地農村にとっては，大規模な基幹的若年人口の
流失が農村社会・経済の空洞化，さらには農業生産力の低下を引き起こす可
能性が高く，今後の農村経済の発展に大きな障害となる可能性が高い。
そこで，筆者は，今一度，工業化・サービス業の振興による地域経済の発
展について再評価すべきであると考えている。地域内の労働力と限られた資
源を活用して，村民の生活向上のために地域に新たな産業を発展させていく
という，改革開放直後の考え方は，現在でもまったく色あせていない。むし
ろ，これだけ地域間労働力移動が大規模化し，その弊害も顕在化している現
在，今一度評価すべきであると考えられよう。
こうした論調は，筆者一人のものではない。たとえば劉鎮（１９９４）は，地
域農業の振興と農村内部での起業こそが農村余剰労働力問題解決のもっとも
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重要な方途であると指摘している２６）。
では，その主体はどのような階層になるのか。すでに第２表でみたよう
に，中国農村の若年層の余剰労働力は，ほぼ払底しているという点について
は明らかである。しかし，同時に第２表からは４１歳以上の余剰労働力がい
まだ大量に滞留していることが読み取れる。よって，若年層余剰労働力の払
底は総体としての余剰労働力の完全な払底を意味するものではない。こうし
たことから，今後はこの後者の中高年層の余剰労働力の雇用を，とくに農村
地域において進めることが，中国経済の発展と，就業機会の増大，さらに農
村地域の経済開発（＝都市と農村の格差縮小）という視点から有利となろ
う。
なぜ農村地域の経済開発に有利となるのか，それはこの年齢階層の雇用促
進は，これまでの若年層を対象とした出稼ぎ型（農村労働力の地域間流動
型）で進められるのではなく，都市工業部門の地方拡散政策の推進による地
元就業型で進める必要があるからである。なぜなら，多くの研究で報告され
ているように，彼らのスキルや学歴に適合した就業機会は都市には少なく，
実態として多くの者が出身地域で生活しているからである。
筆者の印象では，山東省莱陽市の事例などから考えて，都市からやや離れ
た農村地域での，中高年労働力の雇用創出は，農業関連産業（食品製造業，
農業資材生産・販売等），建築業，サービス業（とくに流通・小売り業）等
の部門の開発により可能となるのではないかと思われる。とりわけ中国東部
では農村地域の人口集中が著しいため顧客確保が容易で，大型スーパーマー
ケットの県城等への進出などには大きな可能性があると思われる。たとえ
ば，近年，山東省莱陽市付近では，台湾系大型スーパーの進出により，従来
まで生活圏がほとんど集落付近に限られていた村民が，頻繁に県城に出かけ
買い物をするようになったなどという，小売り業態の変化が県民の生活スタ
イルにまで影響を与えているという報告もみられる。また，同県では，これ
までほとんどみられなかった外資系企業の農業部門参入と雇用の創出などと
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いう事例も珍しくない。大きく変化する農村経済の特質を生かした新しい経
済開発のあり方をさらに研究すべきであろう。県政府，鎮政府の経済振興政
策の質が問われる局面に至っていると考える。
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Development of the Surplus Labor in Rural China
OSHIMA Kazutsugu
This article mainly discusses the following issues:
1) Under the inflexible socialism economic system till the end of 1970’s,
large amount of the surplus labor were produced in rural China.
2) After the reform and opening of the economy by the Chinese
government in 1980’s, the industrialization in rural China enabled nearly
one hundred million rural surplus labor to be employed successfully.
3) Because of the decline in employment in non-agricultural sector in China
after 1990, immigrant labor to the cities have been increased.
4) These huge immigrants from the farming area to the cities brought
serious impacts to the society. In the farming area, serious shortage of
backbone young population caused the “hollowing-out” of rural society and
economy and declined the agricultural production as well. This problem
will possibly become a large obstacle to the development of agricultural
economy.
5) Thus, reconsideration should be necessary about the significance of the
development of agricultural economy through promoting the rural
manufacturing and service industry.
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